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第887回長野県教育委員会定例会で発表された

「第１期長野県高等学校再編計画案」に対する見解

長野県高等学校教職員組合

１．校名を含む「第1期長野県高等学校再編計画案」の発表について

本日開かれた第887回長野県教育委員会定例会において、県教委は昨年12月の素案段階では延期した高校名を含む「第1期長野県高等学校再編計画案」（以下「計画案」）を発表しました。「計画案」には旧第２通学区では須坂商業高校と須坂園芸高校、旧第６通学区では北佐久農業高校、岩村田高校、臼田高校をそれぞれ再編統合して総合技術高校を設置すること、旧第12通学区では大町北高校と大町高校を統合し新しい高校を設置することを明記されました。一方、佐久市街地の普通高校を３校にすることについては「佐久市の中等教育を考える会」の検討状況を踏まえるとして学校名を示しませんでした。また、各通学区に１校以上配置するという多部制単位制高校についても、東御清翔高校で導入について検討中という表現にとどめています。ここに、2007年６月の「高等学校改革プランの今後の進め方について」で県教委自身が「この間の高校再編への取り組みを振り返ると、計画策定に至る手法や平成19年度に一斉に実施するという進め方などに無理があり、地域の理解が十分には得られなかった。県教委としてはこのことを重く受け止め、今後に生かしていかなくてはならないと考える」と反省し、地域の合意形成の過程を重視する姿勢へ転換したことを見てとることができます。

しかし、12月に「地域において、現在取り組んでいただいている議論に熟度の差があることや、地域での検討の期間の確保について配慮を求める声がある」として校名発表を延期しながら、その後、年末年始をはさんだわずか1か月後に、本日の発表に至ったことは、地域の議論を急がせたのではないかと言わざるを得ません。また、この間の各地域の議論は、県議や関係団体の代表などによるものにとどまって、生徒・保護者・地域の人々・教職員が議論に十分かかわっていないのが実情です。長野県の高校生にこれからどのような学びを保障していくのかという議論に、中学生や当該高校の生徒、保護者、教職員など教育の当事者が参加し、意見を述べ、合意形成の過程に関わることは、今後、決定的に重要であることを強調しておきます。
２．「計画案」の基本的考え方について
「計画案」は最初に「計画案」策定の基本的考え方として、「魅力ある高校づくり」と「高校の規模と配置の適正化」を謳っています。
「魅力ある高校づくり」はこの「計画案」のもととなった「骨子案」に示されている「すべての生徒に高校教育を保障することが優先された時代から、それぞれの生徒にあった様々な教育の場を提供することに重点がおかれるようになった」という認識から導き出されたもので、いわゆる「多様化」の計画であることは明確です。「すべての生徒に高校教育を保障すること」を否定して、高校生の学びの変質や階層化に直結しかねない「多様化」政策を進めることに私たちは基本的に反対します。

また、「高校の規模と配置の適正化」の名の下に、機械的に統廃合を進めることにも基本的には賛成できません。今回、地域における教育機会の保障を一方で謳いながら、「高等学校改革プランの今後の進め方について」で示した募集停止の数的な基準を改めて示したことと、「骨子」が示した「中学校卒業者数の減少率が大きい地区において、高校再編を優先的に進めていく」との方針を改めて示したことは、地域の教育機会の保障のためには欠かせない多様な規模の学校の可能性を否定するものとなりかねません。長野県の県立高校はそれぞれの地域に育てられ、それぞれの地域の発展にも大きく関わる重要な存在です。そうした高校の統廃合は数的な一律の基準だけではなく、それぞれの地域の実情や学校関係者の思いを勘案しながら進められるべきものです。

３．「多様な学びの場の提供」について
「計画案」は「魅力ある高校づくりの推進方針」として、まず「多様な学びの場の提供」を挙げました。具体的には「総合学科」と「多部制・単位制」の各通学区への設置および「併設型中高一貫校」の東北信、中南信に１校ずつの設置を検討するとしています。「総合学科」と「多部制・単位制」については既設の高校で多くの矛盾点や問題点が存在し、それらの問題は現場の教職員や生徒たちの懸命な努力でようやくカバーされているのが実情です。「単位制」として多様な教科科目が開講されなくてはならないのにもかかわらず、充分な施設設備や教員配置がされていない問題や、「選択制」によりすべての生徒が学ぶべき後期中等教育の内容が必ずしも保障されないという問題、「多部制」により生徒会やクラブ活動などの特別活動に困難が生じている問題、「多部制」の設置を理由に「夜間定時制」の統廃合が進んだにもかかわらず、「多部制」が夜間定時制の十分な受け皿にはなりえていない問題、多部制の昼間部生徒の生活習慣が確立しにくい問題、卒業後の進路保障の問題など多くの矛盾や課題が指摘されています。それらの課題の解決なしに、定時制や通信制の統合や、すべての学区への設置を進めるべきではありません。
また、旧第４通学区と旧第７通学区に想定されている「併設型中高一貫校」については、広域から通学可能な県立中学校を新設するものであり、受験競争を小学校段階にまで引き下げ、子どもたちを早期に選別するしくみとなりかねません。また、全県に２校だけモデルケースといういわば実験台としての学校をつくることには重大な問題があります。
４．専門高校（職業高校）の統合といわゆる「総合技術高校」の新設について

「魅力ある高校づくりの推進方針」の第２の施策としてあげられた「専門高校」の改編について「計画案」は、農業科、工業科、商業科におけるいわゆる「基幹校」を14校とし、それ以外の専門高校は「特色校」としました。また、「総合技術高校」の設置を目指すことを掲げ、この「総合技術高校」についても「基幹校」とする考えを示しました。
「特色校」とはこれまで「基幹校でない学校」としてきた呼称をマイナスのイメージがあるとの指摘を受け、呼称だけを「特色校」と改めたものです。「特色校」とされた学校は「基幹校の周辺の専門高校」として位置づけられ、「基幹校」が受け持つ地域の「基幹産業」「基幹品目」や「高度な専門性」以外の「特色産業」「特色品目」や「特色ある専門性」を学習内容とする高校と位置づけられていますが、その違いは必ずしも明瞭とはいえません。施設設備や一部の教育内容を「基幹校」とされた高校に依存する方向で、「特色校」と指定された高校を縮小することが予想され、そうであれば「専門高校の充実・改善」というテーマとは矛盾します。
「総合技術高校」は、これまでの「農・工・商・家庭・福祉」などの専門学科を同一校内にひとくくりに設け、１学年でそれらの学科を横断的に学ぶ教育課程を設置し、２学年以降これまでの「学科」を「系」として選択させる教育課程が構想されています。「総合技術高校」を設置・構想すると明記している旧第２、第６、第９通学区以外に、旧第４通学区でも「専門学科を含む再編統合を検討する」という表現で、その導入をほのめかしています。総合技術高校構想には、専門高校の専門性を薄めてしまうとの批判が寄せられています。須坂商業と須坂園芸の統合校では工業科がインターンシップに頼らざるを得ない学科となりかねません。これらの専門高校の改編構想は、安上がりな専門教育・職業教育を推進する構想であり、専門高校間に格差を設け、生徒を階層化する構想であると指摘せざるを得ません。さらには、こうした「総合技術高校」の設置が予算的裏付けもないまま推進されれば、これまで培われてきた専門高校（職業高校）の教育の解体につながりかねません。
５．特色学科の改編について
「魅力ある高校づくりの推進方針」の第３の施策として「計画案」は「各校における魅力づくり」を掲げ、その中で、「特色学科の改善・充実」として二次統合後の飯山高校への「探究科」設置や須坂高校に続いて岡谷南高校に進学対応型単位制の導入を掲げました。これらの計画が、各校、各地域の十分な議論と合意によるものであれば、その成功を願うものですが、同時にこれらの計画が進学一辺倒の、受験に特化した学科、高校の設置とそれによる生徒の選別にならぬよう、生徒の全面的な発達を保障できる学科、高校として発展することを強く願います。また、「地域の高校教育を担う学校づくり」として旧第１、第10、第12通学区において、「オールラウンドな高校」づくりを進めると述べて、地域における多様な生徒をひとつの高校に受け入れる方策として「新しい学科の設置、多様な選択を可能にする教育課程の開発、少人数講座、習熟度別授業、小中学校との連携など、きめ細かな指導体制を図る」と説明しています。「きめ細かな指導体制」の名のもと、地域の生徒を入学段階から学力で輪切りにし、ひとつの高校の中に学力差のあるふたつの高校をつくるような方向に進むことは許されません。あくまでもすべての生徒に同等の後期中等教育を保障するための「きめ細かな指導体制」が可能ないわば長野モデルの「オールラウンドな高校」をめざすべきであり、そのためには十分な予算と人的配置が必要であることは言うまでもありません。
６．今後の検討の進め方と「第1期高等学校再編計画」の確定について
「計画案」は再編校の募集開始までのスケジュールとして「高等学校改革プランの今後の進め方について」で示した日程を何ら手直しすることなく、改めて提示しました。先にも触れた「高等学校改革プランの今後の進め方について」で県教委自身が述べた反省を改めて噛み締め、６月に一律一斉に「計画」を確定するといったスケジュールに縛られることなく、地域での充分な論議を保障し、地域合意のできたところから順次改革を進めていくことを改めて強く要望します。
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